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１ 付託調査事件 

 

   災害対策に関する調査 
 

２ 建議理由 

 平成 23年に発生した東日本大震災は未曽有の被害をもたらした。その後も、平

成 26 年の広島市土砂災害や平成 28 年の熊本地震など自然災害が相次いでおり、

平成 30 年９月には北海道胆振東部地震や７月の西日本豪雨、９月の台風 24 号の

発生など、全国各地を様々な災害が襲っており、その規模や頻度も高まっている。 

今なお、被災地においては、復興の取り組みが進められているところであり、

被災者の生活再建やまちの再生などの課題が多く残っているのが現状である。 

 本区においても、近い将来に高い確率での発生が指摘されている首都直下地震、

また、各地で猛威を振るった豪雨や台風などの風水害の不安から区民の防災に対

する意識は高まっており、災害に強く、安心で安全なまちづくりへの関心が強く

なっている。 

このような中、区は、「板橋区地域防災計画」に基づき、関係機関や区民との認

識を共有し、各主体による予防、応急、復旧、復興といった局面毎での防災対策

を進めている。 

しかし、首都直下地震や豪雨等の災害がいつ起きてもおかしくない現状におい

て、今なお、各種防災対策が十分とは言えず、全国各地で発生している災害を教

訓として、ソフト、ハードの両面から災害に対する不断の備えを進めていく必要

がある。 

東日本大震災では、死者の６割が高齢者であり、また、障がい者が被災した場

合の死亡率が被災者全体における死亡率よりも高くなったように、様々な災害に

対し、災害弱者と呼ばれる避難行動要支援者に配慮し、かつ、地域特性に応じた

避難行動体制を整備する必要がある。 

また、被災地では避難所生活が長期化することによる体調への悪影響や避難所

における要配慮者への対応が課題となっており、適切な避難所運営と十分な物資

の備蓄、福祉避難所の円滑な開設などが必要となる。 

さらに、熊本地震では人的・物的支援が十分に生かせなかったことや支給等の

遅れなどの課題が浮き彫りとなり、自然災害に遭遇した際に他自治体等からの支

援を円滑に受け入れ、区民へ届ける体制の構築が求められている。 

議会としても、こうした諸課題の改善に向け、災害を最小限に抑えるとともに、

大規模な自然災害に直面した際、円滑かつ迅速に災害時の体制を構築することで、

区民の安全を確保することができる「自然災害に強い板橋区」を実現するため、

実効的な防災対策について調査を行う。 

令和元年５月 23日建議 
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災害による被害を最小限に抑えるとともに、大規模な自然災害に直面した際、

円滑かつ迅速に災害時の体制を構築することで、区民の安全を確保することがで

きる「自然災害に強い板橋区」を実現するため、実効的な防災対策について調査・

提言を行う。 

４ 重点調査項目 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

３ 活動方針 

１ 災害に対する備えや災害に強いまちづくり 

２ 避難支援のあり方  

３ 避難所開設・運営のあり方  

４ 受援から支援への切れ目のない体制のあり方 
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決定した活動方針・重点調査項目をもとに、令和元年第３回定例会の特別委員

会で２年間の調査スケジュールを以下のとおり決定した。 
令和元年度は重点調査項目１「災害に対する備えや災害に強いまちづくり」と

重点調査項目４「受援から支援への切れ目のない体制のあり方」の調査に加えて、

令和元年房総半島台風（台風 15 号）及び令和元年東日本台風（台風 19 号）の発

生を踏まえ、重点調査項目２「避難支援のあり方」及び重点調査項目３「避難所

開設・運営のあり方」についても、緊急的に提言をまとめた。 
以上の状況をふまえ、令和２年度は重点調査項目２「避難支援のあり方」と  

重点調査項目３「避難所開設・運営のあり方」を調査した。 

 

 

 
 

５ スケジュール 
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６ 調査経過 

 

<令和元年度> 

開催年月日 調 査 事 項 等 

令和元年 
５月 23日 

議 題 
・正副委員長等の互選について 

６月 18日 

議 題 
・令和元年度における危機管理室の主な取組について 
・荒川下流タイムラインと連携した避難確保計画の策定支援について 
・「避難勧告等に関するガイドライン」の改定に伴う「警戒レベル」を用いた 
情報発信について 

・風水害等への対応について 

10 月７日 

報告事項 

・板橋区業務継続計画（BCP）改定及び受援計画策定の進捗状況について 

議 題 
・災害に対する備えについて 
・災害に強いまちづくりについて 

12 月 11日 

報告事項 

・台風 15号及び 19号の被害と対応状況について 

議 題 
・令和元年度活動報告（素案）について 

令和２年 
２月 26日 

報告事項 

・板橋区業務継続計画（BCP）改定及び受援計画の最終案について 

議 題 
・令和元年度活動報告（案）の検討について 
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<令和２年度> 

開催年月日 調 査 事 項 等 

令和２年 

５月 25日 

議 題 

・正副委員長等の互選について 

６月 16日 

報告事項 

・令和２年度大規模水害における避難等対応方針（案）について 

・がけ・よう壁改修専門家派遣事業の開始について 

10月５日 

報告事項 

・新しい生活様式を踏まえた防災事業について 

議 題 

・避難支援について 

・活動報告（骨子案）について 

12月９日 

報告事項 

・板橋防災 ＋
プラス

プロジェクトについて ～新しい生活様式に対応した新たな防 

災事業～ 

議 題 

・避難所開設・運営のあり方について 

・活動報告（素案）について 

令和３年 

２月 24日 

報告事項 

・令和３年度出水期における避難所開設（案）について  

議 題 

・活動報告（案）について 

・委員会の結了について 
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７ 提言 

特別委員会として決定した提言項目に関して、まとまった提言は以下のとおりである。 

重点調査項目１ 災害に対する備えや災害に強いまちづくり  

背景・課題 
 近年の震災・風水害では、平成 30 年６月に大阪府北部地震、９月に北海道胆振東部地震、

７月の西日本豪雨が発生している。また、令和元年には、令和元年房総半島台風（台風 15

号）や令和元年東日本台風（台風 19号）が９月、10月に立て続けに発生しており、全国各

地に甚大な被害をもたらした。 

このような災害から区民の生命や財産を守るためには、訓練や備蓄物資等のソフト面と

まちづくりによるハード面の両面から災害への対策を行う必要がある。 

主なソフト面の対策として、地域センター管轄区域ごとに総合防災訓練を実施している

が、現在の総合防災訓練の内容は、震災のみを想定した訓練となっており、近年頻発して

いる風水害に対応した内容となっていない。また、参加者層は、高齢者が多く固定化して

いるなど、地域住民の防災意識を高めつつ、災害発生時に適切な行動が取れるような訓練

への改善が課題となっている。 

備蓄物資に関しては、近年の災害の避難生活で課題となった物資等、過去の災害を教訓

に定期的な更新・見直しを行う必要がある。 

防災資器材に関しても、令和元年 10 月の令和元年東日本台風（台風 19 号）では、都内

の他自治体でも土のうステーションの土のうが不足したことや緊急時に高齢者による運搬

が困難であったことなどの課題が顕在化した。 

ハード面においては、近年増加する風水害への対策と近い将来に高い確率で発生が指摘

されている首都直下地震等の震災への対策が求められている。 

がけ・よう壁の安全対策では、平成 20 年に行った実態調査から 10 年以上が経過してお

り、改めて現状を調査する必要がある。また、安全対策工事助成制度は令和元年度から助

成制度の拡充により、活用実績の増加が見込まれるものの、危険ながけ・よう壁が未だ数

多く存在している。 
 

Ⅰ 災害に対する備えについて 

 （１）防災訓練について 

【総合防災訓練の内容】 

 震災だけでなく風水害への対応力を向上させるためにも、土のうを積む

訓練等の水害を想定した訓練も実施すべきである。また、総合防災訓練

の機会を活用し、台風や大雨の際に河川の水位を見に行く等の危険行為

を行わないよう周知したり、防災・緊急情報メールの受信確認を行うな

ど災害時の適切な情報収集方法を学べる機会を設けるべきである。 
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  防災意識を高め地域の防災力が向上するために、幅広い世代の訓練参加者

を増やす必要がある。そのためには、ファミリー層等が参加するきっかけ

づくりとして、子どもたちの目を引く消防車を配置するなど訓練内容を工

夫できるよう区として支援するとともに、児童館等子どもが通う場を活用

して訓練を周知するなどの取組が必要である。 

【高齢者等に配慮した開催場所】 

 多くの住民が訓練に参加することが重要であり、高齢者等に配慮した開催

場所を検討するなど、参加しやすい工夫をすべきである。 

【避難所の周知】 

 総合防災訓練の機会を活用して、自身の避難先を正確に把握してもらうた

めにも、避難所や避難場所を周知すべきである。 

【災害協定団体との連携】 

 医療救護所の訓練は非常に重要な訓練であり、災害時協定団体と連携した

訓練を行うべきである。 

 

（２）備蓄物資及び防災資器材について 

【備蓄物資の点検・使用マニュアルの整備】 

 災害時に備蓄物資が安全かつ有効に活用されるように、備蓄物資の有効期

限や規格等の確認を定期的に行い、医薬品等の特に取り扱いに注意が必要

な物資については使用マニュアルを備えるべきである。 

【電子機器の充電用品の備蓄】 

 避難先等でスマートフォン等による情報収集が行えるよう、区としてスマ

ートフォン等が充電可能な環境を整えるべきである。 

【土のう不足対策】 

 浸水被害が頻発する付近への土のうステーションの増設や土のうの配備量

を増やすなど、土のうが不足しないよう対策を検討すべきである。 

【土のうの活用促進】 

 吸水ポリマー土のうの各家庭への事前配付や水のうの活用等、土のう不足

の解消へ向けた方策を検討すべきである。また、土のう運搬について高齢

者世帯や体の不自由な一人暮らしの方は、区に対し、自宅へ土のうの運搬

を依頼することが可能であるものの、区民に認知されていないため、土の

うステーションに案内を掲載するなど、さらなる周知を行う必要がある。 
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 【スタンドパイプの活用】 

 住民防災組織への加入者を増やすとともに、スタンドパイプの機能や利用

方法を周知し、スタンドパイプを取り扱える人材を増やす方策を検討すべ

きである。 

 

（３）新たな生活様式を踏まえた防災事業（板橋防災 ＋
プラス

プロジェクト）について 
【防災事業のあり方】 

 新しい生活様式にも対応した防災事業の実施に向けて、自助・共助・公助

の視点やそれぞれの役割を明確化した内容の実施を検討すべきである。ま

た、防災事業を実施していくうえで、より区民の理解が得られるよう、な

じみのない防災用語についての解説等を丁寧に周知していくべきである。 

 板橋防災 ＋ E

プラス

Aプロジェクトは非常に意欲的な内容であるため、区民が興味

を 
持つような仕組みづくりや多くの部署から周知を行うべきである。また、

従来の防災事業と融合しながら、来年度以降も継続して進め、将来的には

区と関係機関との協働による災害対策のネットワークを構築し、区内の全

体の防災力が向上するためのプロジェクトになるよう取り組むべきであ

る。 

【防災訓練の実施】 

 コロナ禍においても、感染対策を十分に講じたうえで防災訓練が実施でき

るよう、小規模で防災訓練を実施している事例や工夫して実施している事

例等を把握し、適宜情報提供していくべきである。また、従来の防災訓練

の内容を整理したうえで、来年度以降に向けて、新しい生活様式を踏まえ

た防災訓練のあり方を検討すべきである。 

 一斉シェイクアウト訓練の実施に向けては、学校・職場・自宅など、それ

ぞれの実態に応じて実施できるよう、本番に備えた意識啓発を区民に向け

て丁寧に行うべきである。また、実施状況が把握しにくい部分もあるため、

訓練の振り返りや効果測定・検証をしっかりと行うべきである。 

【備蓄率の向上】 

 コロナ禍の状況から密になりがちな避難所の避難だけではなく、在宅避難

を推奨することは効果的である。自助による家庭内備蓄の推進が重要であ

るため、高齢者をはじめとしたより多くの区民の備蓄率の向上をめざして、

まずは大型店舗を中心にローリングストックキャンペーンを着実に進める

べきである。また、今後は、本庁舎１階のギャラリーモールでの同キャン

ペーンの実施や商店街・医療機関等との連携の可能性も検討すべきである。 
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 【動画コンテンツの拡充】 

 多世代にわたり区民の防災に対する関心を高めるために、動画コンテンツ

の拡充策として、各地域に密着した防災活動の動画等を数多くアップする

ことや、災害に備えたオンラインセミナーの開催を検討すべきである。ま

た、本庁舎１階のギャラリーモールで防災事業の動画コンテンツを配信す

るなどして、様々な情報発信の手段を整えるべきである。 

【様々な主体との協働】 

 ４者合同（板橋区・警視庁・東京消防庁・消防団）の訓練は継続して行う

とともに、ＮＰＯ法人や民間企業等の連携も含めた可能性を検討すべきで

ある。 

【防災情報の提供】 

 スマートフォンによって防災情報を自ら取得できる人を一人でも多く増や

すために、防災スマホ教室は今後も継続して行うべきである。また、各地

域センターで開催される防災スマホ教室は、町会・自治会（構成員）だけ

でなく多くの方を対象とすることや、併せて情報リテラシーの向上や地域

の特性に応じた防災情報等の説明を行うことも検討すべきである。 

 防災緊急情報メールの登録者増加に向けて、登録者数の目標値を設定する

ことや様々な機会を捉えて議員も周知・啓発に取り組むべきである。 

Ⅱ 災害に強いまちづくりについて 

 （１）がけ・よう壁安全対策について 

【危険度の再調査】 

 平成 20 年に行った実態調査から 10 年以上が経過しているため、改めて

現状を調査し、結果を精査して、早急に対策が必要なものを定め改善を

進めていくべきである。 

【危険度周知】 

 危険度を示す表記を現行の「大・中・小」から判別しやすい表記に変更

し、危険箇所と理由の説明を追加するなど、所有者が、がけ・よう壁の

現状が切迫した状況であり、改修を行うことの重要性を認識できるもの

に見直すべきである。 

【対策改修工事補助】 

 安全対策改修工事の補助額の区単独の増額には限界があるため、東京都

にも補助してもらえるよう働きかけ、がけ地等の対策を推進すべきであ

る。 
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【改修専門家派遣事業】 

 専門家派遣の対象者が、区市町村税及び軽自動車税を滞納していない方

となっているが、社会全体の新型コロナウイルスの影響による業績悪化

に鑑みながら、相談があれば柔軟な対応を検討すべきである。 

 

（２）浸水対策について 

【浸水対策の周知】 

 区内の浸水頻発地周辺の住民の不安は大きいため、区が行った水害対策

を速やかにホームページ等で公表し、情報を広く伝えるべきである。 

【水害対応拠点のあり方】 

 赤塚土木事務所は、水害発生時の対応拠点の一つであるため、ハザード

マップ上の浸水予想区域外の場所へ移転すべきである。 

 

（３）耐震化促進事業について 

【合意形成支援】 

 マンション等集合住宅では、住民のコミュニティ形成不足を背景に、耐

震改修に関する工事条件等について合意に至らず耐震化が進まない場合

がある。耐震化アドバイザーとして、分譲マンションの管理組合の合意

形成に関して広範な知識と経験を有するマンション管理士等の専門家を

派遣できる制度を活用してもらえるよう周知して、耐震化へ向けた合意

形成を支援する必要がある。 

【耐震化率の向上】 

 単に国や東京都の耐震計画に準じるのではなく、区として耐震化 100％

へ向けてどのように進めていくのか、より高い目標設定の上、計画を策

定し、確実に計画を実行すべきである。 
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重 点 調 査 項 目 ２  避 難 支 援 の あ り 方  

背景・課題 
令和元年 10 月に発生した令和元年東日本台風（台風 19 号）においては、刻一刻と変化

する状況に合わせて各自治体で避難情報等の防災情報をホームページに掲載したが、アク

セスが集中したことでホームページにつながりづらくなり、多くの住民が情報を取得でき

ない状況となった。 

区においても、ホームページを災害モードに切り替えるなどの対応を行ったが、ホーム

ページにアクセスしにくい時間があり、回線の強化等、アクセス集中対策が急務である。

併せて、防災行政無線、防災メールやテレビのデータ放送等の複数の情報伝達手段の効果

的な活用を検討し、区民への周知徹底を図っていく必要がある。 

また、情報発信媒体を効果的・効率的に活用し、震災等の発災時は発災後の速やかな情

報発信を行う必要がある。河川の氾濫等の風水害を引き起こす強風や大雨については、あ

る程度予測が可能なため、早期の避難情報の伝達が重要である。 

なお、令和元年東日本台風（台風 19号）の振り返りを踏まえ、区では令和２年度大規模

水害対応方針（案）に基づき、令和２年度出水期の仮運用を行った。国・東京都において、

「広域避難」や「垂直避難」のあり方が令和２年度末までにまとめられる予定である。そ

の運用結果及び国や都の方針を踏まえ、令和３年度以降の方針の更なる改善を図る必要が

ある。特に避難に時間を要する要支援者の安全な避難等の課題解決に向けて、避難行動要

支援者名簿の活用等、共助を推進するための方策を早急に検討すべきである。 

 

Ⅰ 情報伝達について 
 【情報発信・伝達】 

 広報いたばし防災特集号を契機として、災害情報の収集方法や避難方法

等、障がい者や外国人を含めた区民に対して情報が行き届くように、適宜

効果的な情報発信を行うべきである。 

 停電等の影響により、通信手段が途絶えた場合の災害避難情報の伝達方法

について、区設掲示板に情報を掲出するといったアナログの方法等につい

ても、具体的な対策を検討すべきである。 

 台風 19 号等の過去の事例を参考にして、区民に対して日ごろから風水害

時に備えた情報発信をしていくことや、次の事態を想定した対応ができる

よう、町会・自治会や学校防災連絡会等との情報伝達体制の強化を図り、

各関係機関と適切な連携体制を整備していくべきである。 
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Ⅱ 避難支援について 
 【風水害時の本部体制】 

 土木部職員等の専門職の知識・経験を生かした本部体制や避難フェーズ、

各避難所の状況に合わせた職員配置等、全庁連携体制の強化を図るべきで

ある。 

 災害対策本部を設置する前に、区長を本部長とする水防本部を設置してい

ることを、区民をより安心させるために積極的に広報すべきである。 

【避難行動要支援者への避難支援】 

 避難行動要支援者の避難方法については、縁故避難・介護事業者等との連

携による避難・近隣住民の支援による避難といったケースに分類し、それ

ぞれの実効性がより高められるよう検討を進めるべきである。また、住民

防災組織や民生委員・児童委員だけでなく、警察署や消防署等の関係機関

と連携することや、自動車を所有する近隣住民による移動支援等の新しい

ボランティアの取組を検討すべきである。 

 福祉避難所の運用方法等をはじめとした、要配慮者の支援に対する各関係

機関との連携体制をより一層整えるべきである。また、福祉避難所への入

所に至るまでのフローをわかりやくホームページ等で区民に周知すべき

である。 

 他区の先進事例も参考に、要配慮者の現況等を記載した区独自の個別支援

カードを作成し、住民防災組織や民生委員・児童委員等の地域支援者に提

供することで、支援者を通じた風水害に備えた啓発と注意喚起の際に活用

すべきである。また、各支援者が二次被害に遭わないように、風水害に伴

う安全面に留意した避難行動等の方法や情報伝達体制を速やかに整備す

べきである。 

 避難行動要支援者名簿の登録要件の一つである愛の手帳は１～３度まで

の方を該当としているが、もれなくきめ細かな避難支援を行うために、軽

度である４度までの拡充を検討すべきである。 

【適切な避難方法の検討】 

 震災時においては、被害状況によって在宅避難も有効であるため、家庭内

備蓄の推奨も併せて周知すべきである。 

 風水害時においては、区内の地域特性を考慮しながら、垂直避難等を含め

た適切な避難方法を検討すべきである。 

 国や東京都による大規模水害時の広域避難や垂直避難のあり方の検討の

方向性を見据えながら、区として東京都やＵＲ都市機構との協定や想定浸

水深表示板の設置等を含めた、垂直避難のあり方を検討すべきである。 
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 地域ごとの災害特性に合わせた具体的な避難誘導の方策や実際の誘導場

面に備えて、警察署や消防署との連携強化を図るべきである。 

【避難行動計画の作成】 

 水害リスクの特に高い要配慮者への個別支援計画については、介護事業者

等と連携を図るなど、早急に作成できる体制を構築すべきである。また、

個別支援計画は人工呼吸器の使用者だけでなく、避難支援の必要度の高い

方にまで対象を広げていくことも検討すべきである。 

 板橋区避難行動要支援者名簿対象者である要配慮者のうち、より優先度の

高い対象者から、実効性のある個別支援計画の策定を進めるべきである。

また、策定に向けては、専門性の高い介護事業者等関係機関と連携しなが

ら、目標年度を設定したうえで早急に着手することや要配慮者の中から数

名を選出して試行的に計画を作成し、運用することも検討すべきである。 
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重 点 調 査 項 目 ３  避 難 所 開 設 ・ 運 営 の あ り 方  

背景・課題 
令和元年 10 月に発生した令和元年東日本台風（台風 19 号）において、気象庁は東北か

ら東海地方にかけての１都 12 県に大雨特別警報を発表し、最大級の警戒を呼びかけたこと

から、多くの自治体で避難所が開設された。区においても当初 19か所の自主避難所を開設

し、指定避難所への変更を経て、最終的に 22か所の指定避難所を開設し、1,500 人を超え

る避難者を受け入れた。 

令和元年東日本台風（台風 19号）の対応を振り返ると、当初開設した自主避難所から指

定避難所へ移行した際に、職員の認識不足により避難者への物資の提供等の応対が避難所

ごとに異なったほか、避難所運営を担う職員不足から円滑な運営に支障をきたしていたこ

となどが課題として挙げられる。震災時は地域住民が避難所長として避難所運営を行うこ

とになっているが、水害時の体制については、公共交通機関の計画運休等の影響も考慮し

た職員参集を行ったうえで、地域住民の協力を得ながら、各避難所との情報共有を的確に

行う必要がある。 

避難所運営においては、震災時や風水害時のどちらにおいても、新型コロナウイルス感

染症を含む、避難所における感染防止対策の強化対策が求められている。 

福祉避難所においても、過去の震災等で課題となった、要配慮者ではない一般の方が殺

到した際の対応や施設側の受け入れ態勢の確保等の課題解決に向け、区内各施設で避難所

開設・運営訓練を行うにあたり適切な対応を行えるよう、各施設での訓練に対する区の積

極的な支援が求められている。 

 

Ⅰ 避難所のあり方について  
 【避難所の周知】 

 避難所の開設要件から運営体制までのスキームを整理し、区民が分かり

やすい内容で周知すべきである。また、区民が避難すべき避難所は、居

住する地域や災害の種類によって異なるため、区民の混乱を招かないよ

うに標識で掲示するなど日頃から周知に努めるべきである。 

【避難所の運営】 

 円滑な避難所運営を行うために、避難者に対して区職員の担う役割を明

確にすべきである。 

 感染症拡大防止等の観点から、各避難所の受入可能人数を示すことを検

討するほか、十分な換気の実施や区民の避難状況に応じたスペースの確

保・拡大、避難者の健康状態の把握等、衛生状態を保ちつつ安全な避難

所運営に向けた取組をより一層進めるべきである。 
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 風水害時の避難所運営において、強風や大雨の状態の予見がある程度可

能であるため、要配慮者の自動車を活用した事前の避難や自主避難所と

指定避難所の相違点を明確化し、あらかじめ区民に丁寧に周知するなど、

様々なケースに対応できるよう検討すべきである。また、区職員のみで

円滑な運営ができないことも想定されるため、地域住民と連携しながら

避難所を運営することを検討すべきである。 

【ペット避難の受入】 

 災害時動物救護活動は板橋区獣医師会と協定も結んでおり、相互の協力

体制を整えていることを区民に対して積極的に周知すべきである。また、

ルールを徹底したうえでのペット避難の受入条件等は、各関係機関と意

見交換をしたうえで、その都度より良い内容に改善すべきである。 

【福祉避難所の運営】 

 要配慮者の指定避難所から各福祉避難所への避難受入れの手続きにおい

て、避難行動要支援者名簿を活用するなど、必要な情報が確実に引継ぐ

ことができる仕組みづくりを導入すべきである。また、要配慮者が円滑

に避難できるよう、様々な移動手段の確保に努めるべきである。 

 福祉避難所の設置数と受入可能人数には限りがあるため、障がいの状況

や要介護の状態を踏まえた対象者の整理を行ったうえで、事前に施設と

対象者のマッチングができるよう検討すべきである。また、要配慮者が

様々な事情により指定避難所に避難ができないことも想定されるため、

福祉避難所に直接避難ができる手続き方法を明確にすべきである。 

 福祉避難所の開設・運営にあたっては、介護人材不足により受入可能人

数の確保ができないことを防ぐため、近隣の介護施設と連携を検討すべ

きである。 
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重点調査項目４ 受援から支援への切れ目のない体制のあり方  

背景・課題 
平成 28 年に発生した熊本地震では、支援物資の需給のマッチングや適切・迅速な割り振

りなど、受援に関する課題が生じた。本区においても、近い将来起こり得る首都直下地震

を見据えた実効性のある受援体制の構築に向け、従来の板橋区業務継続計画（ＢＣＰ）に

おけるＢＣＰ要員の算定等に受援の概念を導入し、板橋区業務継続計画（ＢＣＰ）と受援

計画を新・板橋区業務継続計画（ＢＣＰ）として一体整備する方針であり、令和元年度中

の改定をめざしている。1 

改定に際しては、従来行ってきた震災を想定したＢＣＰ要員の参集予測に加え、近年増

加している風水害時の参集予測を行うなど、様々な災害を想定し、対応可能な計画とする

ことが肝要である。 

また、災害対応業務に、区の職員のみで対応するには限界があり、区民の生命及び財産

を保護し、行政機能を早期復旧するためには、地域住民と連携しながら被災地外からの応

援を円滑に受ける体制づくりが必要である。 

 

Ⅰ 業務継続計画（ＢＣＰ）について 

 【ＢＣＰ策定と更新】 

 様々な災害に対応できる計画とするためにも、過去の災害から得られる教

訓を生かしたＢＣＰ・受援計画を策定すべきである。 

 ＢＣＰを策定した後も有用性を維持していくため、ＢＣＰ発動の訓練を定

期的に行い、内容を検証し、更新を図っていくべきである。 

【ＢＣＰへの復旧業務の記載】 

 現在のＢＣＰは、災害時に新たに発生する業務である非常時優先業務と平

時の通常業務の２種類が記載されているが、通常業務へ復旧するための業

務手順が重要であるため、復旧業務についてもＢＣＰへ記載すべきであ

る。 

【参集人員の確保】 

 職員の参集予測は、震災を想定した訓練を基に出されているが、荒川付近

等水害の影響を受ける地域に居住する職員もいると考えられるため、水害

時の体制構築を想定した職員参集訓練を実施し、参集予測を立てるべきで

ある。 

                                                   
1 令和２年３月に、板橋区業務継続計画（BCP）改定及び災害時受援計画は策定済。 
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 災害対応が早期に行える体制を整備するため、職員の区内居住率を上げる

方策を検討すべきである。 

Ⅱ 受援計画について 
 【ボランティア受付】 

 ボランティアの受け入れは、災害ボランティアセンターを経由して行われ

ることを避難所運営者となる住民防災組織等の区民に周知する必要があ

ることから、避難所運営マニュアルに記載すべきである。 
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